
【研修後：県】
○効果：具体的な取組を始める（始めたい）所

属が出てくる
深掘り・事業化を伴走支援、フォローアップ
ＤＸの前提となる所属・職員リテラシー向上、
情報デジタル化を推進
→ 各所属に「DX推進員」を設置

【研修後：市町】
○効果：具体的な取組を始める（始めたい）市

町が出てくる
取組の深掘りを支援、フォローアップ

• スマートシティ構想
• システムの共同利用
• 「未来技術活用促進事業」（補助金）等
の活用

• デジタルハブとの連携

小林CMO
全体を統括
知事・副知事への
DXに関する助言
職員への具体的
なアドバイス

DXの推進に向けた職員研修の実施方針
首長の気づき
職員のマインドセット
組織
ルール

“デジタル技術も”使って
課題の解決や新たな価値を創造
→ 県民の生活をあらゆる面でより

よい方向に変化させる

「DXの推進」
とは

Change 【前提】
①所属・職員のITリテラシー
②情報のデジタル化

Grow with 
Google
「はじめてのデジタル
変革(自治体編)」を
全職員が受講

連携

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

デジタルハブ
課題の吸い上げ、
深掘り
実証

連携

効果を数値で把握
受講者数等を把
握・共有

DX推進研修

首長のＤＸへの気づき・職員のマインドセット
を変え、DX推進の起点を作る

・県
・市町

・首長への講演
・職員への研修
(講演視聴・ワークショップ)
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DXの推進に向けた職員研修の実施方針 【研修の内容】

○ 県
対象 内容 目標
知事 講演を視聴（ライブ・原則対面） DXに向けた気づきを得る
副知事
部局長 講演を視聴（ライブ、知事と同時） DXに向けたマインドセットが変わる

他全職員 研修動画（具体例を追加）を視聴 DXに向けたマインドセットが変わる

DX推進員 所属で抱える課題解決に資するワークショップを実施
対 象：120名

DXに向けたマインドセットが変わる
具体的な取組の手法を学ぶ

対象 内容 目標

市町長 講演を視聴（オンライン可）
※ブロック別市町村長会議(5ブロック)等を活用 DXに向けた気づきを得る

他職員 研修動画（県と同じ動画）を視聴
※対象職員等は、各市町の判断に任せる。 DXに向けたマインドセットが変わる

希望する職員 所属で抱える課題解決に資するワークショップを実施
対 象：100名

DXに向けたマインドセットが変わる
具体的な取組の手法を学ぶ

○ 市町

※ 実施回数・人数は、費用との見合いで決定する。
研修に加え、県・市町のDXに係る取組について、具体的なアドバイスを行うフォローを行う。
→ 委託事業者は、原則メールによる相談対応。必要に応じて、対面・オンラインミーティングを実施。
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DXの推進に向けた職員研修の実施方針 【スケジュール】

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 3月

県

市町

【～9月上旬】
DX推進員設置
ワークショップ開催

知事、副知事、
部局長研修
を実施

職員が研修
動画を視聴

【上旬】
新年度予
算財政課
提出

小林CMO市町訪問 首長への研修会
（講演会）実施

【中旬】
プロポ公募

【中旬】
契約締結
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アンケート等
により

効果検証
アンケート等に
より効果検証

アンケート等に
より効果検証

アンケート等
により

効果検証

随時フォローアップ

随時フォローアップ
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【5/11】
本部会議で
職員研修の
実施方針を
決定

【～９月末】
職員ワークショップ開催

【随時】
職員が研修動画を
視聴

アンケート等
により

効果検証

※市町に推奨

全 職 員 が
「Grow with
google」を視
聴



【参考 Grow with Google】
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○ 「Grow with Google」 ＊HP（https://grow.google/intl/ALL_jp/about/ ）から抜粋

新しいスキルを、すべての人に
「Grow with Google」は、Google がこれまで行ってきたトレーニングによって培われたノウハウを活かし、さらに多様な領域の
人々への無料のデジタルスキルトレーニングを提供するプロジェクトです。

Grow with Google が目指すもの
イノベーションが育つためには、それを担う個々人、例えば、飲食店の個人経営者、働きやすい環境を求める多くの女性等、幅広
い層の人々へのサポートが必要です。企業向けのデジタルツールトレーニングや働き方改革の推進、地方自治体との提携による中
小企業成長支援といった取り組みを通して、私たちは日本から産まれるイノベーションの発展を後押ししていきます。

（参考）「gacco」 ＊HP（https://gacco.org/about.html）から抜粋

大学教授をはじめとした一流の講師陣による本格的な講義を、誰でも無料＊で受けられるウェブサービス。 ※一部有料あり
JMOOC(日本オープンオンライン教育推進協議会)に加盟している(株)ドコモgaccoが提供。

※ 様々な講義を提供しており、その一つとして「Grow with Google」シリーズを提供。
※ 視聴するためには登録が必要。

講座内容 「はじめてのデジタル変革（自治体編）」

第 4 章 関係人口のためのデジタル変革
◦4-1：マーケット情報を掴む
◦4-2：オンラインでの販路拡大
◦4-3：広告で的確に配信する

第 3 章 住民のためのデジタル変革
◦3-1：教育のデジタル変革
◦3-2：地域ビジネスのデジタル変革
◦3-3：コミュニケーションのデジタル変革

第 2 章 庁舎内のデジタル変革
◦2-1：柔軟な働き方を支えるカルチャーと仕組み
◦2-2：テレワークで大切な「つながりの質」の向上

第 1 章 行政にとってのデジタル変革とは
◦1-1：日本のインターネット利用率
◦1-2：官公庁のデジタル変革とは？
◦1-3：日本のデジタル競争力
◦1-4：行政のデジタル化


